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2はじめに

◼ 2024年度から需給調整市場において全商品の取引が開始されたものの、応札不足が継続していることから、一般
送配電事業者が需給調整市場を通じて必要な調整力を調達することが困難な状況が継続している。

◼ この点、第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）において、応札不足に対する対応策の基本的考え方
の一つとして、制度的な供出義務化（以下、「制度的措置」という。）が示されたところ。

◼ 制度的措置の実施については慎重な検討が必要と整理されている一方で、本対応も、対応策の基本的考え方の
一つとされているところ、仮に実施するにあたっても予備的な議論を通し検討すべき項目を洗い出しておくことは重要で
あると想定されることを踏まえ、今回、制度的措置に係る基本的な考え方や、具体的な論点について検討を行った※

ため、ご議論いただきたい。

※ 制度的措置の実施要否に係る検討ではない点に留意。



3（参考） 需給調整市場における検討課題

出所）第49回需給調整市場検討小委員会（2024年7月30日）参考資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_49_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_49_haifu.html


4（参考） 対応策の基本的考え方

出所）第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf


5（参考） 現在の需給調整市場を取り巻く課題・対応

出所）第95回制度検討作業部会（2024年7月23日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/095_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/095_04_00.pdf
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8検討の進め方について

◼ 制度的措置に関する検討の進め方については、制度的措置の定義に関する事項（何に基づき、いつ、誰に、どんな
行動を求めるか 等）を論点として検討を進めることが考えられる。

◼ ここで、制度的措置の一般的な定義は「特定のルールのもと、ある目的を果たすために特定の事業者に対して特定
の行動を求める措置」であると考えられるところ。

◼ これらを需給調整市場に当て嵌めて考えたとき、需給調整市場において制度的措置を実施する目的は「需給調整
市場の活性化（調整力調達費用の低減）」であり、特定の行動とは「調整力ΔkW市場への供出※」であることから、
以下を需給調整市場における制度的措置の定義とし、これらを肉付けする方向性で今後の検討を進める。

➢ 特定のルールのもと、需給調整市場の活性化（調整力調達費用の低減）を果たすために、特定の事業者
に対して、調整力ΔkW市場への供出を求める措置

より具体化された
需給調整市場における
制度的措置の定義

誰に

何に基づき いつ

どんな行動を
求めるか

需給調整市場における
制度的措置の定義

検討

＜検討の進め方のイメージ＞

等

肉付け

※ 調整力kWh市場については、容量市場のリクワイアメントにて余力活用契約の締結が求められ、一般送配電事業者が締結する余力活用
契約に基づき指令することにより供出される（容量市場に参加する調整電源は適切に活用される）ため、まずは本検討のスコープ外とする。



9（参考） 調整力kWh市場における余力活用電源の活用

出所）容量市場におけるリクワイアメント・アセスメント・ペナルティの概要（2024年7月更新）をもとに作成
https://www.occto.or.jp/market-board/market/youryou_setsumeikai.html

◼ 調整力kWh市場については、余力活用に関する契約を締結した電源（以下「余力活用電源」という。）に対する
契約内容として、ゲートクローズ前の発電計画の策定業務に支障を与えると判断した場合を除き、ゲートクローズ後
の上げ・下げ余力を調整力として提供することを定めており、容量市場に参加する調整電源は、適切に活用される
仕組みとなっている。

＜発電計画の策定業務に支障を与える事例＞

➢余力を提供した場合、以降における燃料の配船計画に著しく影響を与える場合

➢余力を提供した場合、河川法等を遵守できない場合

https://www.occto.or.jp/market-board/market/youryou_setsumeikai.html


10配慮すべき事項について

◼ 次に、制度的措置は社会全体の便益向上（市場活性化に伴う調整力調達費用の低減）を目指す措置である
一方、事業者に非合理的な金銭的損失を与えることになっていないかという点について配慮が必要と考えられる。

◼ 具体的に、事業者にとって「供出を求めることに見合った確実な費用回収・収益確保が可能な環境が整っているか」
や、「求める行動が事業者の利益を最大化する経済合理的な行動（競争環境下における、プライステイカー行動）
となっているか※」といった観点が重要であると考えられる。

◼ また、リソースにとっては個別事情（設備制約や、そもそも調整機能を有していない等）によって供出が難しい場合も
あり、これら全てに制度的措置を課した場合、膨大な対応コストがかかり、そもそも社会全体の便益が見込めなくなる
ことも考えられるため、「制度的措置の線引きをどのようにするか」といった観点も重要になると考えられる。

◼ 上記の2点を踏まえ、「社会コストが過大とならない範囲で最大限、事業者に配慮した設計とする」ことを念頭に、
制度的措置の内容について検討を進めることとする。

※ 「適正な電力取引についての指針」のスポット市場における売り札に係る前提を参照（次頁）



11（参考） 適正な電力取引についての指針（スポット市場における売り札に係る前提）

出所）適正な電力取引についての指針（2024年4月1日）をもとに作成
https://www.jftc.go.jp/hourei_files/denki.pdf

https://www.jftc.go.jp/hourei_files/denki.pdf
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13制度的措置に関する論点整理

◼ 前章で需給調整市場の制度的措置の定義を以下のとおり定め、肉付けする方向性で検討を進めるとしたところ。

➢ 特定のルール（今後の論点）のもと、需給調整市場の活性化（調整力調達費用の低減）を果たすために、
特定の事業者（論点1）に対して、調整力ΔkW市場への供出（論点2）を求める措置

◼ これら制度的措置の定義をより明確化・具体化する必要がある箇所が本検討の論点であると考えると、論点として
下表の4点が挙げられるため、以下の基本的な考え方を踏まえつつ、今回は、論点1～3について、可能な範囲で
予備的な検討を行う。

➢ 社会コストが過大とならない範囲で最大限、事業者に配慮した設計とする

＜制度的措置に関する論点整理＞

No. 定義上の該当文言 論点 詳細

1 特定の事業者
制度的措置

の対象
• 制度的措置の対象事業者、リソースはどのような観点で定めるか
• 例外的に対象外となる事業者、リソースはあるか

2 調整力ΔkW市場への供出
求める

具体的行動
• 制度的措置対象に対し、具体的にどのような行動を求めるか
• 行動を求めるにあたり、手当てすべき事項はないか

3 ー 開始時期 • 制度的措置の実施時期はいつ頃が適切か

今後 特定のルール
ルールへの

紐づけ
• 制度的措置は、どのようなルールに紐づくか
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15【論点１】 制度的措置の対象

◼ 需給調整市場における制度的措置の対象については、検討対象となりうる事業者・リソースの区分けが多岐に亘る
ため、小論点に分けたうえで個別に検討を行うこととする。

◼ 事業者・リソースそれぞれの観点で小論点として考えられるものは下表のとおりであり、そのうち今回は論点１－１～
１－４について、以降の頁で検討を行う。

観点 小論点 詳細 論点No.

リソース

規模・種別 • リソースの規模、種別により取り扱いを変えるかどうか １－１

契約形態
• 需給調整市場契約や余力活用契約有無によって取り扱いを変えるかどうか
• 取り扱いを変える場合、その根拠は何か

１－２

相対契約 • 相対契約の有無によって取り扱いを変えるかどうか １－３

入札制約
• 入札制約によって取り扱いを変えるかどうか
• 取り扱いを変える場合、どういった方向で対応するか

１－４

事業者 • どのルールに紐づくかを踏まえての検討 今後



16【論点１ー１】 リソースの規模・種別について

◼ リソースの規模・種別によって取り扱いを変えるかどうか検討を行う。

◼ まず、リソース規模については、市場への供出を求める現行ルール（「容量市場リクワイアメント」や「適正な電力取引
についての指針」）においても、最低応札容量に関する定めを除き、特段の定めはないところ。

◼ また、リソース規模を定めた場合、制度的措置を理由に対象規模以上のリソース開発を行わない等のインセンティブ
が働く可能性があり、これは安定供給や社会コスト等の観点から望ましくないと考えられる。

◼ 同様に、リソース種別についても、市場への供出を求める現行ルールにおいて、取り扱いは変えていない（リソースの
種別に応じてルールの適用対象外とする整理はしていない）状況。

◼ この点、調整機能の供出が難しいリソースであれば、そもそも需給調整市場契約ならびに余力活用契約を締結して
いる可能性は低いことから、リソース種別ではなく、各リソースの契約形態（論点１ー２）によって、制度的措置の
対象を仕分ける方向性が適切と考えられる。

◼ 一方、リソース規模や種別によっては、特別に対応すべき項目が存在する可能性も否定できず、その有無については
別個調査の対象になりうるとも考えられる。



17【論点１ー２】 リソースの契約形態について

◼ 次に、リソースの契約形態については、想定される下記3パターンによって取り扱いを変えるかどうか検討を行う。

➢ パターン１：需給調整市場契約を締結しているリソース

➢ パターン２：余力活用契約のみを締結しているリソース

➢ パターン３：需給調整市場・余力活用の両方とも契約のないリソース

◼ 上記のうち、パターン１については、調整機能を持つリソースであり、特段の追加コストなく需給調整市場に応札する
ことが可能とも考えられる。

◼ また、パターン３については、調整機能を持たないリソースである可能性が高く※、制度的措置により調整機能付与の
ための膨大な対応コストが発生する可能性がある。

◼ パターン２については、需給調整市場契約を締結していない理由により、本来パターン１や３に該当するリソースで
ある場合や、止むを得ない特別な事情を持つリソースである場合等が考えられる。

◼ 上記を踏まえると、各々のパターンについて制度的措置の対象か否かを議論することが考えられるが、いずれにせよ、
各パターンに該当する発電容量がそもそもどの程度存在するか等の情報も参考にしつつ検討すべき項目とも言える。

※ 容量市場に落札した安定電源のうち、調整機能を有するリソースは、余力活用契約を締結する必要（リクワイアメント）があるため。



18【論点１ー３】 リソースの相対契約について

◼ 次に、通告変更権が設定された相対契約を有するリソースの取り扱いについて検討を行う。

◼ まず、容量市場においては、相対契約上の通告変更権の行使期限以降（「後」）の余力については、卸取引市場
または需給調整市場に入札することがリクワイアメントとして求められているところ。

◼ また、第99回制度設計専門会合（2024年7月30日）においては、現行の需給調整市場における週間取引
（通告変更権の行使期限「前」）であっても、計画見直し（運用変更等）に伴い供出可能となる余力について、
応札できる余地がないか対応を求めているところ（努力目標）。

◼ 上記の整理状況、ならびに基本的には通告変更権の行使期限「後」に、リソースの供出可能余力が確定することを
踏まえ、相対契約を有するリソースの取り扱いを検討することが必要と考えられる。

◼ なお、2026年度の前日取引化ならびに今後の内外無差別議論の進展等の結果として、需給調整市場の開場時
（前日の14時）には通告変更権の行使期限「後」のリソース（対象容量）が大宗を占めることが考えられる。

需給調整市場
（週間取引）

スポット市場出力

＜相対契約を有するリソースの供出可能余力のイメージ＞

前日前週

発電上限

需給調整市場
（前日取引）

余力
（未確定）

相対取引量
（未確定）

相対取引量
（確定）

余力
（確定）

相対取引量
（確定）

余力
（確定）

kWh約定量

相対取引量
（確定）

kWh約定量
相
対
契
約
量

余力
（確定）

通告変更権の行使期限

※通告変更権の行使期限がスポット市場前の例



19（参考） 容量市場における卸電力市場等への入札ルール

出所）容量市場におけるリクワイアメント・アセスメント・ペナルティの概要（2024年7月更新）をもとに作成
https://www.occto.or.jp/market-board/market/youryou_setsumeikai.html

https://www.occto.or.jp/market-board/market/youryou_setsumeikai.html


20（参考） 計画の見直しによる余力の捻出について

出所）第99回制度設計専門会合（2024年7月30日）資料4をもとに作成
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/099_04_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/099_04_00.pdf


21（参考） 内外無差別な卸売の評価結果（案）等について

出所）第98回制度設計専門会合（2024年6月25日）資料7-1をもとに作成
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/098_07_01.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/098_07_01.pdf


22（参考） 需給調整市場における検討課題

出所）第46回需給調整市場検討小委員会（2024年3月26日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_46_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_46_haifu.html


23【論点１ー４】 リソースの入札制約について

◼ 次に、燃料制約や設備制約等の入札制約を有するリソースの取り扱いについて検討を行う。

◼ 入札制約を有するリソースに対して、全量供出を求めることは非合理的であるため、当該リソースの取り扱いについて
は一定の配慮が必要と考えられるところ。

◼ この点、「適正な電力取引についての指針」において望ましい行為として入札が求められている「余剰電力の全量」の
考え方は以下のとおりであり、入札制約を考慮する整理となっているところ。

➢ 自社供給力ー自社想定需要（自社小売り需要と他社への相対卸等の合計）ー予備力ー入札制約

◼ 上記を踏まえつつ、入札制約を有するリソース（対象容量）を制度的措置の中でどう取り扱うかについては、特別に
考慮すべき事項について調査をしながら、引き続き検討が必要。



24（参考） 「適正な電力取引についての指針」上の余剰電力の全量の算定

出所）第72回制度設計専門会合（2022年4月21日）資料4
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/072_04_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/072_04_00.pdf
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26【論点２】 求める具体的行動

◼ 続いて、需給調整市場における制度的措置として、事業者に求める具体的な行動について検討を行う。

◼ 需給調整市場における制度的措置の定義として、特定の事業者に対して求める行動は、「調整力ΔkW市場への
応札」としたところ、本行動をより具体化するために検討が必要な小論点としては、下表のとおりであり、以降の頁で
検討を行う。

小論点 詳細 論点No.

応札行動
• 調整力ΔkW市場への具体的な供出方法は何か
• 応札を求める余力をどう定義するか

２－１

応札商品
• 応札商品を定める必要はあるか
• 追加起動と持ち下げ供出の関係はどうするか

２－２

事業者リスク
• 求める行動に伴い、事業者にとってリスクのある制度となってないか
• リスクがある場合、どのような対応が考えられるか

２－３



27【論点２ー１】 応札行動について（１／２）

◼ まず、調整力ΔkW市場への応札行動について検討を行う。

◼ この点、調整力提供者に対して非合理的な損失を極力発生させない観点から、可能な限り調整力提供者にとって
経済合理的となる応札行動を制度的措置として定める必要があると考えられるところ。

◼ 市場への応札リスクがない前提であれば、「需給調整市場の開場時点で有する余力を需給調整市場に全量入札
すること（入札制約については要検討）」を求めることも考えられるが、実際には市場への応札リスクはゼロではない
ことから、論点２－３における、現行制度上の市場応札リスクを踏まえたうえで、制度的措置として求める応札行動
について、検討を深めることとする。

商品

実需給 前週 実需給 前日 ～ 実需給 当日

火曜日 毎日 毎日 毎日

14時 10時 14時 17時 ～ GC 実需給

イベント

調整力
提供者

スポット市場
入札〆

需給調整市場
前日取引

（三次②）
入札〆

時間前市場
開場

余力

発電計画

週間ΔkW

発電計画

余力

発電計画

余力

発電計画

需給調整市場
週間取引

（一次～三次①）
入札〆

余力

発電計画

週間ΔkW 週間ΔkW

前日ΔkW

週間ΔkW

スポット市場

前日ΔkW

時間前市場

スポット市場スポット市場

発電可能
上限

＜経済合理的な応札行動のイメージ（市場への応札リスクがない前提）＞

余力を入札 余力を入札 余力を入札 余力を入札



28【論点２ー１】 応札行動について（２／２）

◼ また、余力の考え方について、火力等のリソースの場合は分かり易く、事業者によって解釈が分かれにくい（余力が
適切に供出されているかの判断もしやすい）一方、揚水発電や蓄電池（以下、「揚水等」という。）における余力
の考え方については、事業者によって解釈が分かれる可能性があるところ。

◼ 実際に、調整力kWh市場（容量市場に参加する調整電源等が適切に活用される市場）への揚水発電の余力
供出状況を確認したところ、エリアによって余力の供出量に差があったことから、揚水発電所における余力の考え方が
事業者によって異なっているものと考えられる。

◼ 上記ならびに今後、蓄電池を活用した市場参入の増加が期待されることを踏まえると、リソースの有効活用ならびに
事業者間の公正性等の観点から、揚水等の余力に係る基本的な考え方※を検討する必要があると考えられるか。

◼ この点、まずは現状の揚水等の余力の考え方について調査を実施したうえで、揚水等の余力に係る基本的な考え方
について検討を行うこととする。

池の水位

上限水位
（物理上）

下限水位
（運用上）

時間

余力

水位

池の水位

上限水位
（物理上）

時間

余力

水位

＜揚水発電における余力の考え方の例①（イメージ）＞

余力の考え方として適切か確認が必要か

＜揚水発電における余力の考え方の例②（イメージ）＞

※ ここでの基本的な考え方は、ΔkW市場への供出だけでなく、余力活用契約（GC後の余力供出）にも準用される。



29（参考） 調整力kWh市場における揚水余力供出状況

◼ 調整力kWh市場における揚水余力供出状況※を確認した結果、大別すると以下の3通りに分類できた。

①：余力の範囲が池の運用範囲に設定されている（2社）

②：余力の範囲が小さくなっている（4社） ③：余力の範囲が極めて小さい（1社）

◼ この点、余力活用契約における余力提供を断ることができるケース（発電計画の策定業務に支障を与える事例）
の考え方が事業者によって異なっているため（下記補足）と考えられる。

（補足）
例えば、TSOによって余力が多く活用された場合に生じる発電
計画の策定業務への支障については、金銭的負担はかかるも
のの、時間前市場の活用等により軽減できると考えられるところ、
事業者によって、「リスクを織り込んだ単価とした上で、余力を多
めに供出」「物理的な対応を避けるべく、そもそも余力を少なめ
に供出」といった考え方に分かれていると考えられる。

【
①
の
イ
メ
ー
ジ
】

【
②
の
イ
メ
ー
ジ
】

【
③
の
イ
メ
ー
ジ
】

水位

水位 水位

※ 調整力提供者は揚水余力を1日1点等の水位幅として、
一般送配電事業者に通知する。



30【論点２ー２】 応札商品について（１／２）

◼ 次に、需給調整市場への応札に際し、応札商品や供出方法を指定する必要があるか検討を行う。

◼ まず、応札商品に関して、前日取引においては取り扱う商品が三次②のみであるため選択肢がなく、議論の余地は
ない一方、週間取引においては4商品（一次～三次①）＋複合商品を取り扱っているため、選択肢がある。

◼ この点、仮に複数機能を持つリソースに対し基本的に複合商品として応札することを求めた場合、安定供給ならびに
調整力調達コスト低減の観点からは、より効率的な調整力確保が可能と考えられるところ（週間商品が2026年度
の前日取引化以前に制度的措置の対象になり得るかどうかについては、論点３を参照）。

◼ 他方で、2026年度の前日取引化以降は、5商品（一次～三次②）＋複合商品の取引が同時に実施されること
となるため、複数機能を持つリソースに複合商品への応札を求めた場合、三次②が著しく不足する可能性がある。

◼ そのため、2026年度の前日取引化以降は、複数機能を持つリソースであっても、複合商品、三次②いずれの商品
に応札するかは選択制とした上で、商品毎に偏りがない応札となることを期待する方向性を示していたところ、仮に、
応札の偏りが予見されるような場合には、リソース有効活用の観点から何らか対策を検討する必要があるか。

・三次②

複数機能を
有するリソース

【応札商品（イメージ）】

・一次
・二次①
・二次②
・三次①

週間取引 前日取引

単一機能のみ
有するリソース

・複合商品
複数機能を

有するリソース

単一機能のみ
有するリソース

応札 応札

応札 ・三次②
複数機能を

有するリソース

・一次
・二次①
・二次②
・三次①

前日取引

単一機能のみ
有するリソース

・複合商品

事業者
にて選択

応札

＜2026年度まで＞ ＜2026年度以降＞



31【論点２ー２】 応札商品について（２／２）

◼ 次に、調整力提供者が複数のユニットを有する場合のΔkW供出方法について検討を行う。

◼ 複数のユニットを有する調整力提供者がΔkWを供出する方法としては、以下の２つが考えられるところ。

➢ 方法A：追加起動を実施のうえ、単一ユニットを持ち下げて供出

➢ 方法B：追加起動を実施のうえ、複数ユニットを持ち下げて供出

◼ 上記の方法を比較すると、複数機能を持つリソースであれば、方法Bの方が各商品への供出可能量が増加すること
から、各商品の必要量を満足する可能性が高まり、安定供給ならびに調整力調達コストの低減に寄与する可能性
が高まるといえる。

◼ 以上の分析を踏まえ、応札商品の定め方・供出方法については、上記検討を踏まえ国とも連携して、議論を進める。

出力

9 10 11

限界費用 [円/kWh]

9 10 11

限界費用 [円/kWh]

9 10 11

限界費用 [円/kWh]

40

100（定格）

80

60

＜方法B＞＜ΔkW供出前＞ ＜方法A＞

＜追加起動を伴う場合のΔkWの供出方法（イメージ）＞

12 12 12

追加起動 追加起動

合計：250 合計：280

[ΔkW供出量][ΔkW供出量]

50

90
ΔkW供出

一次 二次 三次

40 80 16070

一次 二次 三次

30 60 160



32【論点２ー３】 事業者リスクについて

◼ 論点２－１、２－２において、市場への応札リスクがない前提で、制度的措置として求める具体的行動の方向性
について検討した一方で、実際には現行制度においては市場応札リスクが存在する（より正確には、制度的措置と
して求めた場合、顕在化する）ため、これらの市場応札リスクに対して何らかの対応が必要と考えられる。

◼ この点、現行制度において、事業者（調整力提供者あるいは小売電気事業者）に非合理的な金銭的損失を
与える可能性があるリスクとしては以下の４点が考えられるところ。

➢ リスク１：起動費の取り漏れリスク

➢ リスク２：少量約定時のペナルティリスク

➢ リスク３：電源トラブル時のペナルティリスク

➢ リスク４：供給力確保が困難となるリスク

◼ 次頁以降において、各リスクに関する対応の方向性等について検討を行う。



33【論点２ー３】 事業者リスクについて（起動費取り漏れリスク）

◼ 起動費取り漏れリスクについては、ΔkW価格に起動費を織り込んで応札したうえで一部のブロックのみ約定（歯抜け
約定）した場合、起動費を取り漏れる可能性があるといったものである。

◼ 仮に、当該リスクが存在する状況で制度的措置として市場応札を求めた場合、調整力提供者に対して非合理的な
金銭的損失を与える可能性があるため、制度的措置の導入前には何等か手当てが必要と考えられる。

◼ この点、本リスクについては、主に制度設計専門会合において議論が進められており、第100回制度設計専門会合
（2024年8月27日）では、事後的に起動費の取り漏れ分を精算する案の検討が進んでいるところ。

◼ そのため、本リスクに関する対応については、引き続き、国と連携しながら検討を進めていくこととしたい。

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html

出所）第100回制度設計専門会合（2024年8月27日）資料3
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/100_03_00.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/100_03_00.pdf


34【論点２ー３】 事業者リスクについて（少量約定時のペナルティリスク）

◼ 少量約定時のペナルティリスクについては、第49回本小委員会（2024年7月30日）においてご説明したとおり、
最小約定希望量以下となるような少量約定となった場合に、アセスメント許容範囲が極端に狭くなり、アセスメント
不適合となるリスク（≒ペナルティリスク）が増加するというものである。

◼ 仮に、当該リスクが存在する状況で制度的措置として市場応札を求めた場合、持ち下げ供出等で少量供出を行う
こととなった調整力提供者に対して非合理的な金銭的損失を与える可能性があるため、制度的措置の導入前には
何等か手当てが必要と考えられる。

◼ この点、本リスクについては、第49回本小委員会でアセスメント許容範囲を緩和する方向性をお示しし、調整力
提供者目線で十分なアセスメント緩和の程度となっているか等の分析を踏まえ、引き続き検討を進めているところ。

出所）第49回需給調整市場検討小委員会（2024年7月30日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_49_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_49_haifu.html


35【論点２ー３】 事業者リスクについて（電源トラブル時のペナルティリスク）

◼ 電源トラブル時のペナルティリスクについては、第99回制度設計専門会合において、追加起動に伴う応札障壁の
一つとして旧一般電気事業者から頂いたご意見である。

◼ 現行の取引規程においては、系統起因による出力抑制などを除き、想定外の事故やシステムトラブルその他事由に
より調整力の供出が困難となった場合（かつ代替電源の提供もできなかった場合）、1.5倍のペナルティが科される
整理となっていることから、これが電源トラブル時のペナルティリスクと考えられるところ。

◼ 仮に、当該リスクが存在する状況で制度的措置として市場応札を求め、かつ全量落札した場合、代替電源の提供
ができない調整力提供者に対して非合理的な金銭的損失を与える可能性があるため、こちらに関しても、1.5倍の
ペナルティ強度が適正かどうか等について調査を進め、可能であれば本リスクの緩和について検討を進めることとしたい。

出所）第99回制度設計専門会合（2024年7月30日）資料4をもとに作成
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/099_04_00.pdf

出所）取引ガイド（全商品）（第4版）をもとに作成
https://www.eprx.or.jp/outline/docs/guide_240401.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/099_04_00.pdf
https://www.eprx.or.jp/outline/docs/guide_240401.pdf


36【論点２ー３】 事業者リスクについて（供給力確保が困難となるリスク）

◼ ここまでのリスクは全て調整力提供者目線でのリスクであった一方、小売電気事業者目線でのリスクとして、供給力
確保が困難となるリスクも考えられる。

◼ 仮に、制度的措置として需給調整市場（週間取引）への応札を求めた場合、基本的には、スポット想定価格より
限界費用が安価な電源が、週間商品に落札することが想定されるところ。

◼ 週間取引を経て、安価な電源がΔkWとして約定した後の前日のスポット市場においては、制度的措置の実施前と
比較すると、高価な電源の応札となる蓋然性が高いとも考えられ、スポット市場において供給力確保を試みる小売
電気事業者にとっては調達コスト増となり、非合理的な金銭的損失を与える可能性があると考えられるところ。

◼ 当該リスクについては、需給調整市場の週間取引（スポット市場前のΔkW取引）に起因するリスクであるため、
2026年度の前日取引化（スポット市場後のΔkW取引）までは、リスクの全面解消は難しいと考えられる。

＜制度的措置導入「前」のスポット市場価格（イメージ）＞

約定価格

価格

量

需要

供給

約定量

供給曲線の変化
（高騰）により、
約定価格が上昇

＜制度的措置導入「後」のスポット市場価格（イメージ）＞

約定価格

価格

量

需要

供給

約定量
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1. 制度的措置に関する基本的な考え方

2. 制度的措置に関する論点整理
論点１：制度的措置の対象
論点２：求める具体的行動
論点３：開始時期

3. まとめと今後の進め方

目次



38【論点３】 開始時期について（１／２）

◼ これまでの論点１～２に関する検討結果を踏まえ、制度的措置の適切な開始時期を検討する。

◼ 仮に、至近年次で制度的措置を開始した場合に考慮すべき事項を論点毎にまとめた結果は下表のとおり。

No. 論点 2025年度 2026年度（週間取引の前日取引化） 2027年度 2028年度～

1
制度的
措置の
対象

• 対象事業者の整理が未整理（今後の
論点）

• 余力活用契約のみを締結しているリソー
スの取り扱いが未整理

• 相対契約を有する電源が多く、制度的
措置が機能しない可能性がある（週間
商品）

• 特になし
（理由）
対象事業者ならびに余力活用 契約のみを締
結しているリソースの取り扱いについて議論する
時間的猶予は十分あるため。
また、前日取引化により、相対契約に起因する
懸念は一定程度解消見込みであるため

• 同左 • 同左

2
求める
具体的
行動

• 起動費取り漏れリスク、電源トラブル時の
ペナルティリスクにより、事業者に非合理
的な金銭的損失を与える可能性がある

• 少量約定時のペナルティリスクにより、
事業者に非合理的な金銭的損失を与
える可能性がある（週間商品）

• 小売の供給力確保が困難となるリスクに
より、事業者に非合理的な金銭的損失
を与える可能性がある（週間商品）

• 特になし
（理由）
起動費取り漏れリスク、電源トラブル時のペナル
ティリスク、少量約定時のペナルティリスクについ
て議論する時間的猶予が十分あるため。
また、前日取引化により、小売の供給力確保
が困難となるリスクは解消見込みであるため。

• 同左 • 同左

緑字…週間取引に制度的措置を適用する場合に考慮すべき事項



39【論点３】 開始時期について（２／２）

◼ これらを踏まえると、需給調整市場の週間取引（スポット市場前のΔkW取引）に対して、制度的措置を導入する
ことは難しいとも考えられることから、もし仮に制度的措置を導入することとなった場合、2026年度の前日取引化
（スポット市場後のΔkW取引）以降に全商品に導入することも考えられるところ。

◼ 他方、国の審議会の中で、仮に制度的措置を導入する方向性が定められた場合、今回の予備的検討を踏まえて、
具体的議論が早急に進めば、前日商品（三次②）については、2025年度から制度的措置を導入できる可能性
もあると考えられるか。ただし、当該対応に向けた各事業者におけるシステム対応等のリードタイムにも留意する必要。

➢ 制度的措置の対象（論点１）に関する検討完了

➢ 論点２に関する事業者リスク（うち起動費取り漏れリスク、電源トラブル時のペナルティリスク）の解消

➢ ルールへの紐づけ（今後の論点）に関する検討完了

◼ 上記を踏まえ、実施要否および適切な開始時期については、引き続き国とも連携のうえ、検討することとしたい。

・三次②

複数機能を
有するリソース

【開始時期のイメージ】

・一次
・二次①
・二次②
・三次①

週間取引 前日取引

単一機能のみ
有するリソース

・複合商品
複数機能を

有するリソース

単一機能のみ
有するリソース

応札 応札

応札 ・三次②
複数機能を

有するリソース

・一次
・二次①
・二次②
・三次①

前日取引

単一機能のみ
有するリソース

・複合商品

事業者
にて選択

応札

＜2025年度＞ ＜2026年度以降＞
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1. 制度的措置に関する基本的な考え方

2. 制度的措置に関する論点整理
論点１：制度的措置の対象
論点２：求める具体的行動
論点３：開始時期

3. まとめと今後の進め方

目次



41まとめと今後の進め方

◼ 制度検討作業部会において、需給調整市場における応札不足対応策の一つとして示された制度的措置について
基本的な考え方や、具体的な論点と対応の方向性について予備的検討を行った。（制度的措置の実施要否に
係る検討ではない点に留意）

◼ 制度的措置の検討における基本的な考え方としては、以下2点。

➢ 以下を制度的措置の定義とし、肉付けする方向性で検討を進める

✓ 特定のルールのもと、需給調整市場の活性化（調整力調達費用の低減）を果たすために、
特定の事業者に対して、調整力ΔkW市場への供出を求める措置

➢ 社会コストが過大とならない範囲で最大限、事業者に配慮した設計とする

◼ 論点としては以下４点が考えられ、そのうち先行して論点１～３について予備的検討を行った。

➢ 論点１：制度的措置の対象

➢ 論点２：求める具体的行動

➢ 論点３：開始時期

➢ 今後の論点：ルールへの紐づけ

◼ 各論点を今後さらに深めていくにあたり、調査が必要な項目については、まずは事業者アンケートを通した意見聴取
などをすることとしてはどうか。また、制度的措置に関する議論は、今回の予備的検討も踏まえつつ、適切に国とも
連携しながら進めていくこととしたい。


